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平成 17 年 8 月期   個別中間財務諸表の概要       平成17年4月19日 

上 場 会 社 名        株式会社サンヨーハウジング名古屋 上場取引所  東・名

コ ー ド 番 号         8904 本社所在都道府県  愛知県
（ＵＲＬ  http://www.sanyo-hn.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長     氏名 宮﨑 宗市 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営企画室長 氏名 吉川 銑作   ＴＥＬ (052)859－0034 
中間決算取締役会開催日 平成17年4月19日        中間配当制度の有無            ○有・無 
中間配当支払開始日   平成17年5月26日        単元株制度採用の有無  有・○無  
 
１． 17年2月中間期の業績(平成16年9月1日～平成17年2月28日) 
(1)経営成績                （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年2月中間期 12,676 ( 17.5) 999 ( 17.6) 1,024 ( 18.2)
16年2月中間期 10,785 ( 6.3) 849 (△4.4) 866 (△2.7)

16年8月期 24,119 ( 6.3) 1,990 (△6.6) 2,037 (△5.9)
 
 中間(当期)純利益 1株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

17年2月中間期 599 ( 22.1) 11,438 35
16年2月中間期 491 ( 4.9) 20,416 30

16年8月期 1,159 (△7.0) 43,973 39
(注) ①期中平均株式数 17年2月中間期 52,436株 16年2月中間期 24,051.97株 16年8月期 25,124株 
    ②会計処理の方法の変更 有・○無  
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減

率 
 
(2)配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 

  円 銭 円 銭

17年2月中間期 3,000 00 ― ―
16年2月中間期 5,500 00 ― ―

16年8月期 ― ― 12,500 00
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年2月中間期 19,467 6,410 32.9 122,262 01
16年2月中間期 17,888 5,514 30.8 210,813 60

16年8月期 18,179 6,043 33.2 228,453 49
(注) ①期末発行済株式数 17年2月中間期 52,436株 16年2月中間期 26,158株 16年8月期 26,218株 

②期末自己株式数  17年2月中間期   0株 16年2月中間期   0株 16年8月期   0株 
 
２．17年8月期の業績予想(平成16年9月1日～平成17年8月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通   期 25,999 2,226 1,268 1,500 00 4,500 00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 11,535円01銭 
(注) １株当たり予想当期純利益（通期）の計算は、普通株式に係る予想当期純利益を添付資料50ページに記載さ

れている株式分割後の普通株式の発行済株式数で除して計算しております。 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しとなっております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記予想に関する事項は、添付資料11ページ「通期の見通し」をご参照下さい。 
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中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年２月29日) 

当中間会計期間末 

(平成17年２月28日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年８月31日) 

区分  金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金  4,665,954 4,293,157 4,655,150 

２ 完成工事未収入金  23,406 130,427 19,211 

３ 販売用不動産 ※2 520,740 1,295,821 708,838 

４ 開発事業支出金 ※2 8,480,410 9,488,694 8,609,551 

５ 未成工事支出金  1,082,229 924,317 901,679 

６ 材料貯蔵品  2,753 7,526 3,662 

７ 短期貸付金  150,273 281 ― 

８ 繰延税金資産  93,567 97,662 98,298 

９ その他  338,863 437,123 577,643 

10 貸倒引当金  △213 △172 △138 

流動資産合計   15,357,987 85.9 16,674,841 85.7  15,573,897 85.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1   

(1) 建物  246,397 247,668 251,259 

(2) 土地  398,090 418,152 418,152 

(3) その他  173,782 164,809 163,708 

計  818,270 4.6 830,630 4.2 833,120 4.6

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  18,705 35,976 18,733 

(2) その他  7,139 7,314 7,325 

計  25,845 0.1 43,291 0.2 26,059 0.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  42,790 51,266 42,800 

(2) 関係会社株式  1,415,151 1,515,151 1,415,151 

(3) 長期貸付金  1,797 1,515 1,634 

(4) 繰延税金資産  49,206 47,020 46,457 

(5) その他  190,775 308,147 253,895 

(6) 貸倒引当金  △13,313 △3,913 △13,213 

計  1,686,408 9.4 1,919,188 9.9 1,746,725 9.6

固定資産合計   2,530,523 14.1 2,793,110 14.3  2,605,905 14.3

資産合計   17,888,511 100.0 19,467,952 100.0  18,179,802 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年２月29日) 

当中間会計期間末 

(平成17年２月28日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年８月31日) 

区分  金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 工事未払金  1,662,079 2,210,331 2,228,723 

２ 短期借入金 ※2 3,819,900 4,574,000 3,410,600 

３ １年内返済予定 
  長期借入金 

 202,000 200,000 200,000 

４ １年以内償還予定 
  社債 

 ― 400,000 100,000 

５ 未払法人税等  366,204 444,815 418,249 

６ 未成工事受入金  3,136,496 2,654,478 2,530,534 

７ 預り金  692,784 685,304 858,826 

８ 賞与引当金  23,191 39,592 46,173 

９ 完成工事補償引当金  11,888 13,603 12,392 

10 その他 ※4 188,098 185,553 190,818 

流動負債合計   10,102,644 56.5 11,407,677 58.6  9,996,317 55.0

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  1,000,000 500,000 900,000 

２ 長期借入金  1,100,000 900,000 1,000,000 

３ 退職給付引当金  10,303 4,608 8,441 

４ 役員退職慰労引当金  86,649 98,476 92,286 

５ その他  74,451 146,259 138,864 

固定負債合計   2,271,404 12.7 1,649,343 8.5  2,139,591 11.8

負債合計   12,374,048 69.2 13,057,021 67.1  12,135,909 66.8

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,458,347 8.2 1,460,972 7.5  1,460,972 8.0

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  624,295 3.5 626,920 3.2 626,920 3.4

資本剰余金合計   624,295 3.5 626,920 3.2  626,920 3.4

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  109,802 0.6 109,802 0.6 109,802 

２ 任意積立金  2,710,000 15.1 3,410,000 17.5 2,710,000 

３ 中間(当期)未処分 
  利益 

 610,868 3.4 797,000 4.1 1,135,044 

利益剰余金合計   3,430,670 19.1 4,316,802 22.2  3,954,846 21.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,148 0.0 6,236 0.0  1,154 0.0

資本合計   5,514,462 30.8 6,410,930 32.9  6,043,893 33.2

負債及び資本合計   17,888,511 100.0 19,467,952 100.0  18,179,802 100.0
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② 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

区分  金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高    

１ 完成工事高  5,506,467 6,717,401 12,392,576 

２ 開発事業売上高  5,279,105 5,959,198 11,726,481 

売上高合計   10,785,572 100.0 12,676,600 100.0  24,119,057 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 完成工事原価  3,864,457 5,065,025 8,930,022 

２ 開発事業売上原価  5,013,454 5,415,585 10,933,298 

売上原価合計   8,877,911 82.3 10,480,610 82.7  19,863,321 82.4

Ⅲ 売上総利益    

１ 完成工事総利益  1,642,010 1,652,376 3,462,553 

２ 開発事業総利益  265,651 543,613 793,182 

売上総利益計   1,907,661 17.7 2,195,989 17.3  4,255,735 17.6

Ⅳ 販売費及び一般管理費   1,057,676 9.8 1,196,204 9.4  2,265,473 9.3

営業利益   849,985 7.9 999,785 7.9  1,990,261 8.3

Ⅴ 営業外収益 ※2  86,828 0.8 86,766 0.7  182,403 0.7

Ⅵ 営業外費用 ※3  70,091 0.7 62,478 0.5  135,279 0.6

経常利益   866,722 8.0 1,024,073 8.1  2,037,385 8.4

Ⅶ 特別利益   1,659 0.0 ― 0.0  1,659 0.0

Ⅷ 特別損失 ※4  911 0.0 7,484 0.1  1,040 0.0

税引前中間 
(当期)純利益 

  867,470 8.0 1,016,588 8.0  2,038,004 8.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 349,323 420,120 853,798 

法人税等調整額  27,094 376,418 3.4 △3,312 416,807 3.3 25,109 878,907 3.6

中間(当期)純利益   491,052 4.6 599,781 4.7  1,159,097 4.8

前期繰越利益   119,816 197,218  119,816

中間配当額   ― ―  143,869

中間配当に伴う 
利益準備金積立額 

  ― ―  ―

中間(当期) 
未処分利益 

  610,868 797,000  1,135,044
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

    個別法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

   開発事業支出金 

    個別法による原価法 

   開発事業支出金 

同左 

   開発事業支出金 

同左 

   未成工事支出金 

    個別法による原価法 

   未成工事支出金 

同左 

   未成工事支出金 

同左 

   材料貯蔵品 

    最終仕入原価法 

   材料貯蔵品 

同左 

   材料貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

 (2) 有価証券 

――― 

 (2) 有価証券 

――― 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   子会社株式 

同左 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全額資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全額資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物       15～39年 

   構築物      10～20年 

   車輌運搬具    ４～６年 

   工具器具備品   ５～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として処理

しております。 

   平成16年２月６日付一般募集

及び平成16年２月25日付第三者

割当による新株式の発行は、引

受証券会社から引受価額で引受

を行い、これを引受価額と異な

る発行価格で一般投資家に販売

する買取引受契約によっており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

――― 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として処理

しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当中間会計期

間の負担額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。 

 (3) 完成工事補償引当金 

   完成工事に係る補償支出の費

用に備えるため、将来の見積補

償額を計上しております。 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針(会計制度委員会報告第13

号)に定める簡便法に基づき、

直近の年金財政上の責任準備金

をもって期末日における退職給

付債務を計算し、当該期末日の

年金資産の公正な評価額を控除

して計上しております。 

   また、退職給付費用は、期首

退職給付引当金残高から適格退

職年金制度への当期拠出金を控

除した後の残高と期末退職給付

引当金との差額として計上して

おります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

   完成工事高の計上は、工事完

成基準によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除

対象外消費税等については、販

売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 (2) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が9,880千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

9,880千円減少しております。 

――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年２月29日) 

当中間会計期間末 
(平成17年２月28日) 

前事業年度末 
(平成16年８月31日) 

※１ 有形固定資産の 
  減価償却累計額 

199,192千円

 

※１ 有形固定資産の
  減価償却累計額 

257,309千円

 

※１ 有形固定資産の 
  減価償却累計額 

229,268千円

 
※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

99,833千円

開発事業 
支出金 

5,473,691千円

計 5,573,524千円
 

※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

343,074千円

開発事業 
支出金 

5,784,892千円

計 6,127,966千円
 

※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

132,658千円

開発事業 
支出金 

4,719,222千円

計 4,851,880千円
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 3,516,900千円
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 4,176,000千円
 

  (2) 上記に対する債務 

短期借入金 3,190,600千円
 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 2,375,100千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する公的資金融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 3,183,945千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する金融機関融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 2,201,011千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する公的資金融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

巨勢雄㈱ 863,000千円
 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

サンヨー 
ベスト 
ホーム㈱ 

392,100千円

巨勢雄㈱ 490,000千円
 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

サンヨー 
ベスト 
ホーム㈱ 

425,300千円

巨勢雄㈱ 280,000千円
 

※４ 消費税等の取扱い 

   年度決算と同様の方法で計算

し、未払消費税は、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――― 

 

(注) ※２(1)の担保に供している資産の販売用不動産及び開発事業支出金については、抵当権設定の登記留保扱い

であります。 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 28,299千円

無形固定資産 3,012千円
 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,170千円

無形固定資産 4,781千円
 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 61,865千円

無形固定資産 6,317千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1,035千円

受取代願手数料 15,338千円

不動産取得税 
還付金 

31,410千円

安全協力費 16,052千円

受取解約手数料 8,441千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 351千円

受取代願手数料 17,947千円

不動産取得税 
還付金 

25,380千円

安全協力費 18,112千円

受取解約手数料 10,840千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 2,299千円

受取代願手数料 28,643千円

不動産取得税 
還付金 

58,486千円

安全協力費 33,832千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 47,215千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 52,048千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 104,402千円
 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産売却損 173千円

固定資産除却損 737千円
 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 184千円

ゴルフ会員権 

償却額 
7,300千円

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産売却損 184千円

固定資産除却損 855千円
 

 ５ 売上高の季節的変動について 

   一般的に住宅の完成引渡時期

に関しましては、大きな季節変

動があり、当社も事業年度の上

半期の売上高と下半期の売上高

との間には、著しい相違があり

ます。 

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りであります。 

前事業年度 
の下期 

12,549,130千円

当中間 
会計期間 

10,785,572千円

合計 23,334,702千円
 

 ５ 売上高の季節的変動について

   一般的に住宅の完成引渡時期

に関しましては、大きな季節変

動があり、当社も事業年度の上

半期の売上高と下半期の売上高

との間には、著しい相違があり

ます。 

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りであります。 

前事業年度
の下期 

13,333,485千円

当中間 
会計期間 

12,676,600千円

合計 26,010,085千円
 

――― 
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リース取引 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

58,851 49,556 9,294 

合計 58,851 49,556 9,294 

 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間 
期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

19,956 17,737 2,219

合計 19,956 17,737 2,219

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

36,854 31,818 5,036

合計 36,854 31,818 5,036

 
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 7,315千円

１年超 1,978千円

 計 9,294千円
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 2,109千円

１年超 109千円

 計 2,219千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 4,437千円

１年超 599千円

 計 5,036千円
 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 5,357千円

減価償却費 
相当額 

5,357千円

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 2,675千円

減価償却費 
相当額 

2,675千円

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 9,670千円

減価償却費 
相当額 

9,670千円

 
 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 
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有価証券 

前中間会計期間末(平成16年２月29日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

当中間会計期間末(平成17年２月28日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

前事業年度末(平成16年８月31日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１株当たり純資産額 210,813円60銭 122,262円01銭 228,453円49銭

１株当たり中間 
(当期)純利益 

20,416円30銭 11,438円35銭 43,973円39銭

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

20,375円37銭

 

―

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

―

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成15年10月20

日付で普通株式１株に対し

普通株式２株の割合で株式

分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が

行われたと仮定した場合に

おける(１株当たり情報)前

期の各数値は以下のとおり

であります。 

１株当たり純資産 

170,833円30銭

１株当たり当期純利益 

50,032円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

49,834円63銭

 (注)１ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日
至 平成16年２月29日)

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日
至 平成16年８月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

 中間(当期)純利益(千円) 491,052 599,781 1,159,097

 普通株主に帰属しない金額(千円)   

  利益処分による役員賞与金 ― ― 54,300

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益(千円) 

491,052 599,781 1,104,797

 普通株式の期中平均株式数(株) 24,051.97 52,436 25,124

   

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

 中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ― 

 普通株式増加数(株)  

  新株予約権 48 ― ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

― ― ― 
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 (注)２ 株式分割について 

当中間会計期間(自 平成16年９月１日 至 平成17年２月28日) 

 当社は、平成16年10月20日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下

のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１株当たり純資産額 105,406円80銭

１株当たり中間純利益 10,208円15銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

 10,187円69銭
 

１株当たり純資産額 114,226円75銭

１株当たり当期純利益 21,986円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 ―
 

 

 

(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

―――  当社は、平成17年２月３日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。 

 当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。 

 １ 平成17年４月20日付をもって

平成17年２月28日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載され

た株主の所有株式数を１株に付

き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数 

普通株式52,436株

 ３ 配当起算日 

平成17年３月１日

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における(１株当たり

情報)の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

 当社は、平成16年７月22日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。 

 当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。 

 １ 平成16年10月20日付をもって

平成16年８月31日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載され

た株主の所有株式数を１株に付

き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数 

普通株式26,218株

 ３ 配当起算日 

平成16年９月１日

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における(１株当たり

情報)の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

 当中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり 
純資産額 

61,131円01銭

１株当たり 
中間純利益 

5,719円18銭

潜在株式調整 
後１株当たり 
中間純利益 

―

  

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１株当たり 
純資産額 

114,226円75銭

１株当たり 
当期純利益 

21,986円70銭

潜在株式調整 
後１株当たり 
当期純利益 

―
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(当中間期中の発行済株式数の増加) 

 

発行年月日 発行形態 発行株式数(株) 

平成16年10月20日 株式分割(１：２) 26,218 

 

 

(１株当たり配当金の内訳) 

 

 
前中間会計期間 
平成16年２月中間期 
(中間配当) 

当中間会計期間 
平成17年２月中間期 
(中間配当) 

前事業年度 
平成16年８月期 
(年間配当) 

 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 5,500 00 3,000 00 12,500 00 

（内訳）       

普通配当 5,500 00 3,000 00 11,500 00 

記念配当 ― ― 1,000 00 

 

 

(１株当たり指標遡及修正値) 

決算短信に記載されている１株当たり指標を平成17年２月中間期の数値を100として、これまで

に実施した株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなりま

す。 

 
当中間会計期間 
平成17年８月期 

前事業年度 
平成16年８月期  

中間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 11,438 35 10,208 15 21,986 70 

１株当たり配当金 3,000 00 2,750 00 6,250 00 

１株当たり株主資本 122,262 01 105,406 80 114,226 75 

(注) 平成17年２月中間期に株式分割を実施 

効力発生日 平成16年10月20日に１：２の株式分割 

 




